	木製家具製造業


木製家具の販売数量は、消費税率引上げ後に低調に推移したままであるが、保育園等の分野や東京で受注獲得できている企業は好調である。

今後については、例年よりも引き合いが弱いとの声がある一方で、小型マンションなど一部に動きがみられつつあるとの声もある。
業界の概要

木製家具製造業は、たんす，鏡台，和机，食卓，座卓，水屋，木製火鉢及び客間，居間に用いる洋家具，音響機器用木製キャビネット，ミシンテーブル（脚を除く），食器戸棚，書架，育児用洋家具などを製造する事業所をいう。漆塗り家具を製造する事業所は、標準産業分類上では、「漆器製造業」に分類される。

木製家具は、家庭向けに販売される家具を見込み生産する業態と、事務所・ホテル・店舗など向けに建設業者・設計事務所などから受注生産する業態（別注家具）がある。別注家具には、マンションや商業施設などの内部に直接取り付けられるオーダーメードの造作家具も含まれる。
受注先は、ゼネコンや不動産会社などの開発業者、設計事務所、内装関連業者などである。

年度末の１～３月が繁忙期で、４～６月が閑散期という企業が多い。ただし、学校関連では夏休みの工事が多いなど受注分野で、受注に繁閑があることなどから、近隣の同業者などに外注することも多い。
同業界は、従業者300人以上の事業所は、例外的であり、従業者数９人以下の小零細事業所が極めて大きな割合を占めている（表１）。

大阪の地位と特徴

大阪では、江戸時代から板を差合せてつくる木工品の専門職人である指物師の技術が伝承された。大正時代に入り、生活の洋風化とともに、一般の洋家具需要も増大し、木工機械による機械化生産がはじまり、産業としての基礎が固まったとされる。

高度経済成長期には、テレビやステレオ等の生産台数が増加したことから、「ラジオ、テレビ、ステレオ用キャビネット」の生産割合が高いことが大阪産地の特徴であった。また、大消費地であるとともに、オフィス需要も大きかったことから、百貨店で販売される婚礼家具や、事務机などを生産する企業も多かった。
しかし、家電製品の海外生産の拡大や、輸送手段の発達に伴う他の家具産地からの移入が増えるとともに、輸入品の増加もあり、規格量産品の生産が減少し、別注家具・造作家具の比重が高くなった。
なお、黒檀などの唐木を用いた唐木指物は伝統的工芸品産業に指定されている。
「木製家具製造業」の出荷額は、大川（福岡県）、飛騨（岐阜県）などの産地を擁する府県を中心に製造品出荷額等が多いが、平成25年において、大阪府は愛知県に次ぐ全国第２位の出荷額である。大阪府内では、大阪市と堺市に多く立地している。
平成25年において、大阪府内に181事業所あり、従業者数は3,236人、製造品出荷額等は736億円であり、全国に占める割合は、それぞれ6.9％、12.7％、9.8％である（表２）。
品目別に見ると、大阪府では、「木製流し台・調理台・ガス台（キャビネットが木製のもの）」の出荷金額が全国の18.4％と高い割合を占めていることが特徴である（表３）。
販売は低調に推移する中、受注分野・地域で格差
経済産業省「生産動態統計」から、木製家具の販売の動きをみると、平成25年後半から26年３月まで増加傾向にあったが、消費税率が引き上げられた４月に急激に落ち込み、それ以降は横ばいで推移している（図）。

府内企業への聞き取り調査では、駆け込み需要により、販売が26年１～３月期に２割増という企業がある一方で、供給量の増加に限界があるため、販売をそれほど伸ばせなかったという企業もある。４月以降の反動減については、２～３割の受注減が３ヶ月ほど続いたという企業がみられる一方で、反動減はほとんどみられなかったとする企業もある。
需要は、保育園・子ども園などの下駄箱やロッカー、ブティックの内装などが好調である。また、学習塾の机や下駄箱といった受注も堅調である。老人保健施設や医療施設については、依然として堅調とする企業がある一方で、一頃盛り上がっていた受注が一服しているという企業もみられる。
受注地域としては、大阪を中心とした近畿が多いが、府内需要は低調である。そうした中で、東京を需要地域にしている企業では、売上げを伸ばしている。

原材料価格は上昇し、減益要因に

ベニヤ板や兆番などの金具の材料費は、円安等により前年比で１～２割上昇しているという。受注の見積もり有効期間内に材料費が上昇することもある。原材料価格の上昇を受注単価に転嫁できにくく、採算割れ寸前にまで受注単価が低下しているという声もあり、収益の圧迫要因となっている。また、建築現場における人手不足で工事の進捗が遅れると、最終段階の造作家具の取り付け工事は短納期を求められ、時間外勤務の増加により収益悪化要因となっている。

こうしたことから、多くの企業では減益となっているものの、若干の黒字や収支トントンといった状況である。一方で、東京における商談が増えているという企業では、販売額の増加に支えられ、増収増益という。

給与・夏季賞与は一服
26年４月の消費税率引き上げ時にそれに見合った基本給、賞与を増やした企業では、今年は据え置きとのことである。別の企業でも、夏季賞与は、26年並みとのことである。
雇用者数は横ばいという企業が多いが、受注が増えてきたため、１人増員したという企業がみられた。
設備投資は一部に動き

小規模企業がほとんどであるため、木工機械の更新は、５年前、10年前から行っていないという企業が多い。節電のためのLED照明を導入している企業もあるが、26年度のことであり、新たな投資は行われていないという場合が多い。

一方で、ものづくり補助金を活用して、能力増強と加工精度向上を目的として木工機械を導入した企業もみられた。

 表１　従業者規模別事業所数（平成25年） 

[image: image1.emf]（単位：事業所、％）

4～　　9人 1,520 58.3 87,496 42.1

10～　19人 609 23.4 51,962 25.0

20～　49人 350 13.4 40,980 19.7

50～299人 122 4.7 24,414 11.7

300人以上 5 0.2 3,177 1.5

合計 2,606 100.0208,029 100.0

木製家具製造業

（漆塗りを除く）

（参考）製造業


資料：経済産業省『工業統計表（産業編）』

（注）従業者4人以上の統計。各項目の右列は構成比。

表２　木製家具製造業(漆塗りを除く)（平成25年） 
[image: image2.emf]（単位：事業所、人、億円）

全国計 2,606 100.045,554 100.0 7,767 100.0

愛知 181 6.9 3,236 7.1 795 10.2

大阪 181 6.9 5,776 12.7 763 9.8

福岡 228 8.7 4,105 9.0 679 8.7

岐阜 118 4.5 3,422 7.5 610 7.8

埼玉 145 5.6 2,235 4.9 469 6.0

兵庫 145 5.6 2,235 4.9 376 4.8

製造品出荷額等

事業所数 従業者数


資料：経済産業省『工業統計表（産業細分類別統計）』

（注）従業者4人以上の統計。各項目の右列は全国シェア。
今後の見通し

受注の閑散期である４～６月期を終え、７～９月期は受注が増えてくる時期であるが、例年よりも引き合いが少ないといった声が聞かれる。これまで好調だった老人保健施設に出尽くし感があるという見方がある。その一方で、総戸数30戸程度の小規模なマンションの受注が戻ってきているという声もある。

規格量産品と異なり輸入品との競合は少ないものの、大阪の市場規模は縮小気味であり、国内の他産地から大阪市場への参入もみられ厳しい状況にある。このため、デザイン面を充実させ、製品の高付加価値化を図るとともに競争力の向上を図っている。受注地域としては、東京方面での受注増加を目指す動きがみられる。また、建築業の免許を保有する企業では、家具屋であることを活かした提案力を武器に、リフォーム工事などの建築業へのシフトを目指す企業もみられる。

（町田　光弘）
表３　大阪府における木製家具の生産品目別出荷額と産出事業所数（平成25年）

[image: image3.emf]（単位：百万円、事業所）

出荷金額 全国シェア

産出事

業所数

木製机・テーブル・いす 4,074 3.2% 67

木製流し台・調理台・ガス台

（キャビネットが木製のもの）

36,965 18.4% 35

たんす 834 3.2% 22

木製棚・戸棚 3,524 3.0% 91

木製音響機器用キャビネット 166 4.5% 6

木製ベッド X X 1

その他の木製家具（漆塗りを

除く）

9,369 5.4% 93


資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

（注）従業者4人以上の統計。

図　木製家具の販売と月末在庫（全国）
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資料：経済産業省『生産動態統計』

（注）木製家具は、「木製たんす」「木製食器棚」「その他の木製棚」「木製机」「木製テーブル」「木製応接いす」「木製食卓いす」「その他の木製いす」「木製ベッド」「その他の木製家具」の合計。従業者50名以上が対象。
